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緊迫する南沙諸島情勢

ここ数カ月、南沙諸島の周辺海域で、周辺国の国境を巡るトラブルと、アメリカ軍の演習が続いています。南沙諸島は、北は中国と台湾、東はフィリピン、南はマレーシアとブルネイ、西はベトナムに面した、南シナ海の真ん中にあります。大小100の島々は居住には適していませんが、海洋・海底資源が見込めることから、上記の6か国が領有権を主張しています。

アメリカと同盟国が行った軍事演習で、報道で確認できるものは以下の通りです。

	●東南アジア反テロ協力演習
日　時：6月14日～23日　

参加国：アメリカ・フィリピン・インドネシア・マレーシア・シンガポール・タイ・ブルネイ
海　域：マラッカ海峡・セレベス海・スルー海
●アメリカ・フィリピン共同演習
日　時：6月28日～7月8日

内　容：アメリカ海軍…駆逐艦2隻・救難艇1隻・800人　　フィリピン…哨戒艇2隻・500人

海　域：スルー海
●アメリカ・オーストラリア・日本共同訓練
日　時：7月9日

内　容： アメリカ…駆逐艦1隻　・オーストラリア…パトロール艇1隻・日本…護衛艦1隻
海　域：南沙諸島南のブルネイ近海
●アメリカ・オーストラリア共同演習
日　時：7月11日から
　場　所：オーストラリア各地・周辺海域
●アメリカ・ベトナム共同演習
日　時：7月16日～17日

内　容：アメリカ海軍…駆逐艦3隻
海　域：南シナ海


周辺国の国境を巡るトラブルは以下の通りです。

	●3月に中国艦艇が、フィリピンの資源探査船を妨害

●5月29日に中国の監視船が、ベトナムの資源探査船を妨害

●5月31日に中国軍の艦船が、ベトナムの漁船に威嚇発砲


米国に死活的な利益

こうした中で、米軍のマレン統合参謀本部議長が、中国・韓国・日本を訪問しています。7月11日には中国で、陳炳徳人民解放軍参謀長と会談しました。報道によれば、陳参謀長は、「この時期に米軍が南シナ海で軍事演習を行うことは不適切」と非難しました。またマレン議長は、「米国は国際法にのっとり、アジアでの長期にわたる軍事的プレゼンスを維持していく」と主張したようです。
マレン議長は、7月15日に東京の米国大使館で行った記者会見では、南シナ海情勢を「緊張が高まっており、大きな事態に発展する危険がある」と指摘し、「米国の死活的な利益がある」、「航行の自由を確保するために米国は妥協するつもりはない」と発言しています。
中国の進出に日米共同対処を確認
南シナ海で、中国押さえ込もうとしているアメリカに対して、日本は共同歩調をとることを約束しました。日米は6月21日にアメリカのワシントンで、日米安全保障協議員会（２＋２）を開催しましたが、共同発表文書の中には、以下の文言が含まれています。

	日本、米国及び中国の間の信頼関係を構築しつつ、地域の安定及び繁栄における中国の責任ある建設的な役割、グローバルな課題における中国の協力並びに中国による国際的な行動規範の遵守を促す。中国の軍事上の近代化及び活動に関する開放性及び透明性を高め、信頼醸成の措置を強化する。


	～航行の自由の原則を守ることにより海上交通の安全及び海洋における安全保障を維持する。


協議の中では、両国はさらに激しく中国を批判したようです。
	毎日新聞　2011年6月22日　11時36分

日米２プラス２：「地域に緊張及ぼす」　中国を名指し批判
【ワシントン西田進一郎】クリントン米国務長官は日米安全保障協議委員会（２プラス２）で、南シナ海での海洋進出を強める中国について「地域に緊張をもたらしている」と名指しで批判した。松本剛明外相も「中国は東シナ海、南シナ海で摩擦を生じさせている」と指摘。２プラス２後に発表した共通戦略目標の文書では、中国への直接的な批判は盛り込まれなかったが、会議では双方が名指しで強い懸念を示していた。
今回の２プラス２で本格的に改定した共通戦略目標は、中国に「国際的な行動規範の順守を促す」と促しつつ、「（海洋）航行の自由」やサイバー空間の保護については名指しを避け、間接的な言及にとどめていた。（以下略）


民主党が南西諸島への自衛隊配備を強調
　日米共同対処の一環として、菅内閣は沖縄県先島諸島への自衛隊配備を進めようとしています。7月18日には民主党の岡田克也幹事長らが与那国町を訪れ、町民に対して自衛隊配備を求めました。
	琉球新報2011年7月19日
自衛隊配備 反対相次ぐ　岡田氏、必要性を強調　与那国  

民主党の岡田克也幹事長ら民主党沖縄協議会のメンバーは１８日、与那国町を訪れ、島民との懇談会を開いた。自衛隊の与那国配備について島民から反対意見が相次いだ。岡田氏は「賛成、反対で対立しているのは望ましくない」と述べ、島内での話し合いを進めるよう促した。
島民の一人は「尖閣の問題は海上保安庁が対応している。自衛隊の配備ではなく海上保安庁の充実を望む」と要望。別の島民は「自衛隊と米軍の共同訓練が進んでおり、自衛隊が配備されたら米軍が八重山に展開することになるのではないか」との懸念を示した。
岡田氏は「緊張がだんだんと北から南に移っているのは間違いない。空白地帯の南西諸島に自衛隊の配備がなされるべきだと考えている」と必要性を強調。「海保の充実も必要なことだが、相手が軍であれば自衛隊でないと対応できない」と述べた。
島民からは農業振興や台湾との交流推進を求める意見が上がり、岡田氏は「与那国が台湾と対等な関係で交流するためにも１次産業をしっかりつくることが大事だ」と述べ理解を示した。


中国の軍隊が、日本または沖縄の安全を脅かした事実はありません。にもかかわらず軍隊が出てくることを前提にして自衛隊の配備を求めるのは、与党の幹事長としては軽率です。
7月25日には、海上自衛隊の掃海艇が石垣港に入港しました。９月に行われる県総合防災訓練の事前調査とのことです。石垣港では、自衛隊配備反対派と賛成派のそれぞれが行動を行いました。
　いま日本政府は、独自の外交方針のないままに、アメリカの進める中国押さえ込みに従っています。このことは、かえってアジア地域での緊張を高めることにつながります。今後も注視が必要です。

